
 広島県水道広域連合企業団公の施設における指定管理者の指定手続等に関する条例をこ

こに公布する。 

令和５年１月 31 日 

広島県水道広域連合企業団企業長 湯 﨑 英 彦  

広島県水道広域連合企業団条例第４号 

広島県水道広域連合企業団公の施設における指定管理者の指定手続等に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３項の規定に基

づき、広島県水道広域連合企業団（以下「企業団」という。）の公の施設の管理を行

わせる指定管理者の指定の手続等に関し必要な事項を定めるものとする。 

（指定管理者の指定の申請） 

第２条 法人その他の団体であって指定管理者の指定を受けようとするものは、企業長が

別に定めるところにより、企業長が別に定める申請書に次に掲げる書面を添えて、企

業長に申請しなければならない。 

⑴ 指定管理者の指定を受けようとする公の施設に係る企業長が別に定める事項を記

載した事業計画書（次条において「事業計画書」という。） 

⑵ 前号に掲げるもののほか、企業長が別に定める書面 

（指定管理者の指定） 

第３条 企業長は、前条の規定による申請があったときは、次に掲げる基準によって申請

の内容を総合的に審査し、当該申請に係る公の施設の指定管理者の候補者を選定し、

議会の議決を経て当該候補者を指定管理者として指定するものとする。 

⑴ 事業計画書の内容が、当該公の施設の効用を最大限に発揮するものであること。 

⑵ 事業計画書の内容が、当該公の施設の管理に係る経費の縮減が図られるものであ

ること。 

⑶ 指定管理者の指定を受けようとする法人その他の団体が、事業計画書に沿った公

の施設の管理を安定して行う人的及び物的能力を有しており、又は確保できる見込

みがあること。 

２ 企業長は、前項の規定により指定管理者の候補者を選定しようとするときは、あらか

じめ、広島県水道広域連合企業団附属機関設置条例（令和５年広島県水道広域連合企

業団条例第５号）別表に規定する広島県水道広域連合企業団指定管理者選定委員会の

意見を聴かなければならない。 

（事業報告書の作成及び提出） 

第４条 指定管理者は、毎年度終了後及び前条の規定による指定を受けた期間の満了後（

前条の規定による指定を受けた期間が１年以内であった場合においては、当該指定を

受けた期間の満了後）60日以内に、その管理する公の施設（以下「指定管理施設」と

いう。）に関する次に掲げる事項を記載した事業報告書を作成し、企業長に提出しな



ければならない。ただし、年度の中途において第６条第１項の規定により指定を取り

消され、又は年度末を含む期間の業務の停止を命じられたときは、指定を取り消され、

又は業務の停止を命じられた日から起算して30日以内に、当該年度分として、指定を

取り消され、又は業務の停止を命じられた日までの間の事業報告書を作成し、企業長

に提出しなければならない。 

⑴ 指定管理施設の管理業務の実施状況 

⑵ 指定管理施設の管理に係る経費の収支状況 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、指定管理施設の管理の実態を把握するために必要な

ものとして企業長が別に定める事項 

（業務報告の聴取等） 

第５条 企業長は、指定管理施設の管理の適正を期するため、指定管理者に対し、定期又

は臨時に、その管理の業務及び経理の状況に関する報告を求め、実地について調査し、

又は必要な指示をすることができる。 

（指定の取消し等） 

第６条 企業長は、指定管理者が第４条の規定に従わないとき、又は前条の規定による報

告をせず、調査を拒み、若しくは指示に従わないときその他指定管理者の責めに帰す

べき事由により当該指定管理者による指定管理施設の管理を継続することが適当でな

いと認めるときは、その指定を取り消し、又は期間を定めて管理の業務の全部若しく

は一部の停止を命じることができる。 

２ 前項の規定により指定を取り消し、又は期間を定めて管理の業務の全部若しくは一部

の停止を命じた場合において、指定管理者に損失が生じても、企業団は、その補償の

責めを負わない。 

（原状回復義務等） 

第７条 指定管理者は、その指定の期間が満了したとき又は前条第１項の規定により指定

を取り消され、若しくは期間を定めて管理の業務の全部若しくは一部の停止を命じら

れたときは、企業長の承認を得た場合を除き、その管理をしなくなった指定管理施設

及びその設備を直ちに原状に回復しなければならない。 

第８条 指定管理者は、故意又は過失により指定管理施設の施設若しくはその設備を損傷

し、又は滅失したときは、直ちにこれを原状に回復し、又はその損傷若しくは滅失に

よって生じた損害を賠償しなければならない。ただし、企業長が特別の事情があると

認めたときは、その全部又は一部を免除することができる。 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、企業長が別

に定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 


